
＜様式１＞

平成　30年　07月　09日

国土交通大臣　　殿

※）

【平成３０年度】

日付以外は、様式2-1からリンクする為、入力は必要はありません。

直近採択グループ番号

地域型住宅グリーン化事業　適用申請書

本申請書の内容により、地域型住宅グリーン化事業の適用を申請します。
この申請書及び添付資料に記載の事項は、事実に相違ありません。

地域型住宅の名称 越後の住まい

グループの名称 越後の住まいを守る会

06-0758-0319

事務局郵便番号

（グループ代表者）

代表者名 阿部　活二 代表者印

代表者所属先

代表者所在地

代表者電話番号

（グループ事務局）

事務局事業者名

新潟県新潟市中央区鳥屋野南2丁目21-18

025-285-8900

950-0950

事務局担当者名

025-285-4400

echigo-green@yoshihisa.net

事務局電話番号

事務局FAX

事務局担当者E-mail

事務局所在地

株式会社阿部材木店

新潟県長岡市片田町字西荒田1019番地

0258-23-2777

南陽吉久株式会社　新潟支店

保科　早苗 印



＜地域型住宅の生産体制＞ ＜様式２－１＞

１．地域型住宅の名称（必須）

２．グループの名称(必須）

３．直近採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅供給対象地域（必須）

５．結成年（必須） 年

６．グループ代表者名（必須）

７．グループ代表者の所属先（必須）

８．グループ代表者所在地（必須）

９．グループ代表者電話番号（必須）

１０．グループ事務局事業者名（必須）

１１．グループ事務局担当者名（必須）

１２．グループ事務局郵便番号（必須）

１３．グループ事務局所在地（必須）

１４．グループ事務局電話番号（必須）

１５．グループ事務局FAX番号（必須）

１６．グループ事務局担当者E-mail（必須）

Ⅰ．原木供給

Ⅱ．製材・集成材製造・合板製造

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く)

Ⅳ．プレカット

Ⅴ．設計

Ⅵ．施工

Ⅶ．木材を扱わない流通

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種

番号記入欄

■ 3
■ 3
□ 2
■ 2
□ 2
□ 2
■ 2
□ 2
□ 4
□ 4

1

PEFC認証制度を利用する

国内

国産材

国産材

国外

国内

国外

国内

国内

国外

合法木材証明制度を利用する

PEFC認証制度を利用する
SGEC認証制度を利用する
FSC認証制度を利用する
FSC認証制度を利用する

外材

外材

2012

株式会社阿部材木店

国内

国内

保科　早苗

950-0950

新潟県新潟市中央区鳥屋野南2丁目21-18

025-285-8900

025-285-4400

7 一部の施工構成員においては手刻みによる加工を行う為、製材グループから直接購入を行う場合がある。

38

2

原木供給が海外事業者の場合は登録を行わない。様式3-3【地域材供給ルートの例外】により適合を確認する

越後の住まい

越後の住まいを守る会

06-0758-0319

新潟県

阿部　活二

新潟県長岡市片田町字西荒田1019番地

合法木材証明制度を利用する 国産材

0258-23-2777

南陽吉久株式会社　新潟支店

19 製材製造が海外事業者の場合は登録を行わない。様式3-3【地域材供給ルートの例外】により適合を確認する

echigo-green@yoshihisa.net

（構成員数）   （構成員を含まない理由）

14

一部の施工構成員においては手刻みによる加工を行う為、製材グループから直接購入を行う場合がある。

4

4 施工構成員が自ら設計を行う場合は、設計に構成員登録を行わない。

国内・国外

0

対象となる地域材の名称 地域材の産地

認証制度等の名称
※以下該当の1、2、3の番号を番号記入欄に記入してください。
　1.都道府県の産地認証制度等によるもの
　2.民間の第三者機関による認証制度(FSC、PEFC、SGEC等)
　3.林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性のため
     のガイドライン(平成18年2月)に基づき合法性が証明されるもの
　4.クリーンウッドに基づき合法であることが確認された木材・木材
     製品（合法伐採木材等証明）

新潟県産材

国外外材

越後杉ブランド認証制度

外材

国産材

国内

国産材

Ａ．使用する地域材に関する事項　（必須）

国産材FIPC認証制度を利用する
クリーンウッド法に基づく証明
クリーンウッド法に基づく証明

新潟県



50 戸

50 戸

10 戸

25 戸

25 戸

5 戸

10 戸

10 戸

3 戸

5 戸

5 戸

1 戸

20 戸

20 戸

5 戸

10 戸

10 戸

3 戸

20 戸

20 戸

5 戸

10 戸

10 戸

3 戸

20 戸

20 戸

5 戸

10 戸

10 戸

3 戸

20 戸

20 戸

5 戸

10 戸

10 戸

3 戸

10 戸

10 戸

3 戸

5 戸

5 戸

1 戸

10 戸

10 戸

3 戸

5 戸

5 戸

1 戸

2 棟

400 ㎡

1 棟

200 ㎡

D．当提案が採択された場合の各住宅事業者に
　　おける補助対象戸数の配分ルール　（必須）

15 戸 14 戸 14 戸

1 戸 1 戸 1 戸

3 戸 3 戸 3 戸

2 戸 2 戸 2 戸

0 棟 0 棟 0 戸

0 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡

採択戸数 交付申請戸数

その内9月までに交付申請が確実にできる戸数（上限100万円）

採択戸数

経験工務店（4戸（8戸）以上）の
申請戸数

未経験工務店（3戸（7戸）以下）の
申請戸数

性能向上
計画認定
住宅

経験工務店（4戸（8戸）以上））の
申請戸数

未経験工務店（3戸（7戸）以下）の
申請戸数

採択戸数 完了実績（竣工予定含む）戸数

採択戸数 交付申請戸数 完了実績（竣工予定含む）戸数

その内9月までに交付申請が確実にできる戸数（上限125万円）

完了実績（竣工予定含む）戸数

上記の内、三世代同居加算を要望（上限30万円）

加算
申請

交付申請戸数

高度省エネ型（性能向上計画認定住宅）

加算
申請

ゼロ・エネ
ルギー住
宅

加算
申請

上記の内、地域材加算を要望（上限20万円）

経験工務店（4戸（8戸）以上）による
申請戸数

未経験工務店（3戸（7戸）以下）によ
る申請戸数

今年度要望する戸数（上限100万円）

今年度要望する戸数（上限140万円）

その内9月までに交付申請が確実にできる戸数（上限140万円）

上記の内、三世代同居加算を要望（上限30万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

今年度要望する戸数（上限100万円）

加算
申請

長寿命
型

長期優良

住宅

経験工務店（4戸（8戸）以上）の
申請戸数

未経験工務店（3戸（7戸）以下）の
申請戸数

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

今年度要望する戸数（上限100万円）

上記の内、三世代同居加算を要望（上限30万円）

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

今年度要望する戸数（上限110万円）

上記の内、地域材加算を要望（上限20万円）

加算
申請

加算
申請

上記の内、地域材加算を要望（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算を要望（上限30万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算を要望（上限20万円）

長寿命型（長期優良住宅）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

申請を希望する工務店全社に最低１戸を配分し、その上で未経験工務店へ優先的に配分していく。

今年度要望する戸数（上限125万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

今年度要望する戸数（上限110万円）

その内9月までに交付申請が確実にできる戸数（上限100万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

 Ｂ．平成３０年度における補助対象の木

造住宅

      の申請要望戸数、地域材加算要望戸

数、

      三世代同居対応加算要望戸数 （必須）

上記の内、地域材加算を要望（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算を要望（上限30万円）

その内9月までに交付申請が確実にできる戸数（上限110万円）

加算
申請

採択床面積 交付申請床面積

採択棟数

優良建築物の申請棟数

加算
申請

上記の内、三世代同居加算を要望（上限30万円）

その内9月までに交付申請が確実にできる戸数（上限110万円）

加算
申請

加算
申請

上記の内、地域材加算を要望（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

上記の内、三世代同居加算を要望（上限30万円）

加算
申請

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

E．平成２９年度の執行状況（必須）

優良建築物型

高度省エネ型（ゼロ・エネルギー住宅）

C．平成３０年度当初予算における補助対象の
　　優良建築物の申請要望棟数及び床面積

完了実績（竣工予定含む）床面積

高度省エネ型（認定低炭素住宅）

交付申請戸数 完了実績（竣工予定含む）棟数

交付申請戸数 完了実績（竣工予定含む）戸数

今年度要望する棟数及び面積

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

その内9月までに交付申請が確実にできる戸数（上限100万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

今年度要望する戸数（上限110万円）

高度省
エネ型

認定低炭
素住宅

上記の内、地域材加算を要望（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算を要望（上限30万円）

その内9月までに交付申請が確実にできる戸数（上限110万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算の申請が確実（上限20万円）

上記の内、三世代同居加算の申請が確実（上限30万円）

加算
申請

上記の内、地域材加算を要望（上限20万円）

その内9月までに交付申請が確
実にできる棟数及び面積



＜様式 2-2・Ⅰ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

45 Ⅰ - 2 都城原木市場株式会社 885-0035

13 Ⅰ - 3 協和木材株式会社 135-0016

40 Ⅰ - 4 大木坑木有限会社 828-0021

34 Ⅰ - 5 ひろしま木材事業協同組合 737-0134

38 Ⅰ - 6 久万広域森林組合 791-1201

38 Ⅰ - 7 八幡浜官材協同組合 795-0086

15 Ⅰ - 8 関川村森林組合 959-3264

15 Ⅰ - 9 有限会社荒川製材所 949-4144

15 Ⅰ - 10 新潟県森林組合連合会 950-2144

15 Ⅰ - 11 村上市森林組合 959-3907

15 Ⅰ - 12 岩沢製材所 949-8724

30 Ⅰ - 13 株式会社山長商店 646-0011

30 Ⅰ - 14 山長林業株式会社 646-0011

9 Ⅰ - 15 栃木県森林組合連合会 320-0046

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅰ．原木供給（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に原木供給者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて原木供給者を含まないことがある場合の理由

原木供給が海外事業者の場合は登録を行わない。様式3-3【地域材供給ルートの例外】により適合を確認する

電話番号

0986-22-4865宮崎県都城市立野町3833-1

構成員
番号

所在地

東京都江東区東陽5-30-13東京原木会館 03-5857-5225

福岡県豊前市大字八屋2544番地の14 0979-83-2059

広島県呉市広多賀谷3丁目1-1 0823-71-7141

愛媛県上浮穴郡久万高原町久万265-3 0892-21-1255

0893-50-1250愛媛県大洲市成能字大地原甲510-5

新潟県岩船郡関川村大字上関1021-3 0254-64-1249

新潟県柏崎市西山町新保１２８９番地１ 0257-48-2639

025-261-7111新潟県新潟市西区曽和521-3

新潟県村上市府屋121-2 0254-77-3121

新潟県小千谷市大字岩沢996-1 0258-86-2043

0739-22-2605和歌山県田辺市新庄町377

和歌山県田辺市新庄町2015 0739-22-1779

栃木県宇都宮市西一の沢町8-22 028-637-1450

Ⅰ．原木供給



＜様式 2-2・Ⅱ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

13 Ⅱ - 3 協和木材株式会社 135-0016

38 Ⅱ - 6 久万広域森林組合 791-1201

38 Ⅱ - 7 八幡浜官材協同組合 795-0086

15 Ⅱ - 9 有限会社荒川製材所 949-4144

15 Ⅱ - 11 村上市森林組合 959-3907

15 Ⅱ - 12 岩沢製材所 949-8724

30 Ⅱ - 13 株式会社山長商店 646-0011

34 Ⅱ - 16 中国木材株式会社 737-0134

33 Ⅱ - 17 院庄林業株式会社 708-0013

45 Ⅱ - 18 外山木材株式会社 885-0075

38 Ⅱ - 19 宇和国産材加工協同組合 797-0021

38 Ⅱ - 21 株式会社日野相互製材所 799-3111

29 Ⅱ - 22 株式会社櫻井 639-3114

15 Ⅱ - 23 株式会社諏方木材工業 940-1117

9 Ⅱ - 24 二宮木材株式会社 329-2746

5 Ⅱ - 25 株式会社宮盛 018-1734

29 Ⅱ - 26 佐藤木材株式会社 632-0057

15 Ⅱ - 27 山新林業株式会社 958-0024

15 Ⅱ - 28 株式会社阿部材木店 940-1143

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅱ．製材・集成材・合板製造（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に製材・集成材・合板製造業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて製材・集成材・合板製造業者を含まないことがある場合の理由

製材製造が海外事業者の場合は登録を行わない。様式3-3【地域材供給ルートの例外】により適合を確認する

構成員
番号

所在地 電話番号

東京都江東区東陽5-30-13東京原木会館 03-5857-5225

岡山県津山市二宮22番地の1 0868-28-2111

宮崎県都城市八幡町18街区7号 0986-22-0176

0258-86-2043

愛媛県上浮穴郡久万高原町久万265-3 0892-21-1255

愛媛県大洲市成能字大地原甲510-5

愛媛県西予市宇和町野田400-4 0894-62-3778

愛媛県伊予市下吾川1626-1 089-982-0838

奈良県吉野郡吉野町丹治15-1 0746-32-0563

新潟県長岡市横枕町195-4 0258-23-1363

栃木県那須塩原市四区町741-5 0287-36-0056

秋田県南秋田郡五城目町大川大川字沖面195 018-875-2151

奈良県天理市新泉町378 0743-66-2727

新潟県村上市瀬波中町13-32 0254-53-4120

新潟県長岡市片田町字西荒田１０１９番地 0258-23-2777

Ⅱ．製材・集成材・合板製造

新潟県柏崎市西山町新保１２８９番地１ 0257-48-2639

新潟県村上市府屋121-2 0254-77-3121

新潟県小千谷市大字岩沢996-1

0893-50-1250

和歌山県田辺市新庄町377 0739-22-2605

広島県呉市広多賀谷3-1-1 0823-71-7141



＜様式 2-2・Ⅲ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

15 Ⅲ - 9 有限会社荒川製材所 949-4144

34 Ⅲ - 16 中国木材株式会社 737-0134

29 Ⅲ - 26 佐藤木材株式会社 632-0057

15 Ⅲ - 28 株式会社阿部材木店 940-1143

16 Ⅲ - 29 南陽吉久株式会社 933-0003

38 Ⅲ - 30 愛媛林産商事株式会社 791-8044

16 Ⅲ - 31 株式会社ウッディパーツ 933-0003

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く、長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まないことがある場合の理由

一部の施工構成員においては手刻みによる加工を行う為、製材グループから直接購入を行う場合がある。

構成員
番号

所在地 電話番号

奈良県天理市新泉町378 0743-66-2727

新潟県柏崎市西山町新保１２８９番地１ 0257-48-2639

広島県呉市広多賀谷3-1-1 0823-71-7141

新潟県長岡市片田町字西荒田１０１９番地 0258-23-2777

富山県高岡市能町750 0766-29-0077

愛媛県松山市西垣生町1728-3 089-972-0303

富山県高岡市能町750 0766-28-2222

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く）



＜様式 2-2・Ⅳ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

15 Ⅳ - 28 株式会社阿部材木店 940-1143

16 Ⅳ - 31 株式会社ウッディパーツ 933-0003

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ．プレカット

＜グループ構成員記入用リスト＞　Ⅳ．プレカット（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員にプレカット事業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいてプレカット事業者を含まないことがある場合の理由

一部の施工構成員においては手刻みによる加工を行う為、製材グループから直接購入を行う場合がある。

構成員
番号

所在地 電話番号

新潟県長岡市片田町字西荒田１０１９番地 0258-23-2777

富山県高岡市能町750 0766-28-2222



＜様式 2-2・Ⅴ＞

○ ○

15 Ⅴ - 9 有限会社荒川製材所 949-4144 ○

15 Ⅴ - 28 株式会社阿部材木店 940-1143 ○

13 Ⅴ - 32 株式会社木構造計画 101-0053 ○

13 Ⅴ - 35 株式会社アルファフォーラム 101-0053 ○

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

新潟県長岡市片田町字西荒田１０１９番地 0258-23-2777

東京都千代田区神田美土代町11番地SK美土代町ビル8階 03-6273-7238

東京都千代田区神田美土代町11番地SK美土代町ビル8階 03-6273-7236

新潟県柏崎市西山町新保１２８９番地１ 0257-48-2639

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅴ．設計（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

施工構成員が自ら設計を行う場合は、設計に構成員登録を行わない。

県
番号

省エネ
講習

修了済

Ⅴ．設計

省エネ
講習
受講
予定

構成員
番号

事業者名 代表者名 郵便番号 所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

15 Ⅵ - 9 72849 有限会社荒川製材所 949-4144 ○

15 Ⅵ - 28 72607 株式会社阿部材木店 940-1143 ○

15 Ⅵ - 40 72636 株式会社山田建築 940-2106 ○

15 Ⅵ - 41 72887 有限会社北興建設 940-2114 ○

15 Ⅵ - 42 72858 有限会社小室建設 940-0023 ○

15 Ⅵ - 43 72657 株式会社石口工務店 945-0112 ○

15 Ⅵ - 44 72590 株式会社トップテリアタクミ 945-0842 ○

15 Ⅵ - 45 72886 有限会社片山工務店 945-1351 ○

15 Ⅵ - 47 72603 株式会社ユーホームズ 949-6603 ○

15 Ⅵ - 48 72539 株式会社　丸山組 959-1251 ○

15 Ⅵ - 49 72703 桐生工業株式会社 949-7302 ○

15 Ⅵ - 50 72868 有限会社村瀬建築 940-0095 ○

15 Ⅵ - 51 72567 株式会社アール・ケー・イー 945-0017 ○

15 Ⅵ - 52 72752 斉藤工務店 959-0131 ○

15 Ⅵ - 53 72594 株式会社ハーティーホーム 940-2111 ○

15 Ⅵ - 54 72869 有限会社大恭建興 940-0873 ○

15 Ⅵ - 55 72663 株式会社多田組 940-0137 ○

15 Ⅵ - 56 72857 有限会社市川建築店 955-0107 ○

15 Ⅵ - 57 72652 株式会社菅原建築設計事務所 950-0923 ○

15 Ⅵ - 58 72727 山田建設株式会社 957-0347 ○

15 Ⅵ - 59 72497 オーガニックスタジオ新潟株式会社 950-1101 ○

15 Ⅵ - 60 72586 株式会社スターホーム 950-0885 ○

15 Ⅵ - 61 72659 株式会社全建 950-0962 ○

15 Ⅵ - 62 72854 有限会社桜井建築設計 950-2023 ○

15 Ⅵ - 63 72760 総合建築行栄 959-0211 ○

15 Ⅵ - 64 72592 株式会社ナレッジライフ 950-1102 ○

15 Ⅵ - 65 72554 株式会社　諏訪建設 957-0124 ○

15 Ⅵ - 66 72888 有限会社木村建設 950-0933 ○

15 Ⅵ - 67 72648 株式会社新和建設 959-3406 ○

15 Ⅵ - 68 72658 株式会社石山建築事務所 957-0062 ○

15 Ⅵ - 69 72677 株式会社田代建築事務所 957-0332 ○

15 Ⅵ - 71 72593 株式会社ナレッジライフ再生良家 950-3131 ○

15 Ⅵ - 72 72844 有限会社宮口木材 959-1512 ○

15 Ⅵ - 73 72495 アトリエニコ一級建築士事務所 950-3125 ○

15 Ⅵ - 74 81119 株式会社大建建設 950-0034 ○

15 Ⅵ - 75 72785 南総合建築株式会社 950-3112 ○

15 Ⅵ - 76 72827 有限会社フォルトーナ 950-0892 ○

15 Ⅵ - 77 72694 株式会社齋藤仁建築 959-1604 ○

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

新潟県五泉市論瀬５７０６ 0250-43-0268

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

県
番号

構成員
番号

事業者
番号

事業者名 代表者名 郵便番号 所在地 電話番号
省エネ
講習

修了済

省エネ
講習
受講
予定

Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通） 38 ○ ○

新潟県柏崎市西山町新保１２８９番地１ 0257-48-2639

新潟県長岡市片田町字西荒田１０１９番地 0258-23-2777

新潟県長岡市古正寺２丁目３４番地 0258-29-1160

新潟県長岡市北山４－５５－３ 0258-28-1000

新潟県長岡市新町２丁目１－９ 0258-32-3369

新潟県柏崎市大字畔屋９６１番地１ 0257-24-4543

新潟県柏崎市米山台１丁目１－２３ 0257-23-5513

新潟県柏崎市大字上田尻1050番1 0257-23-1888

新潟県南魚沼市川窪1200-1 025-778-1400

新潟県燕市白山町3-32-40 0256-62-4420

新潟県南魚沼市浦佐５８５７－１ 025-777-3067

新潟県長岡市日赤町２丁目４－２３ 0258-34-7858

新潟県柏崎市荒浜１丁目３番１７号 0257-22-0020

新潟県燕市泉新95-6 0256-77-5707

新潟県長岡市三ツ郷屋２丁目１－１５ 0258-21-3266

新潟県長岡市永田町245-1 0258-89-8289

新潟県長岡市平２丁目１番１５号 0258-52-2555

新潟県三条市飯田６２３－３ 0256-46-4504

新潟県新潟市中央区姥ヶ山２丁目２６番２４号 025-257-8818

新潟県新発田市大友３８５６番地 0254-25-0700

新潟県新潟市西区山田３０７７ 025-201-6611

新潟県新潟市東区下木戸１丁目１９番８号 025-271-5020

新潟県新潟市中央区出来島１－１１－２０ 025-285-0651

新潟県新潟市西区小新１６１２番地 025-266-2207

新潟県燕市富永８－６ 0256-93-5301

新潟県新潟市西区善久７７２－２ 025-211-8505

新潟県北蒲原郡聖籠町蓮野７５２－１ 0254-27-5430

新潟県新潟市中央区清五郎５９８番地 025-287-1476

新潟県村上市下助渕７９４－１ 0254-66-7833

新潟県新発田市富塚町１丁目１番１号 0254-26-2866

新潟県新発田市虎丸７５１番地３ 080-4389-1060

新潟県新潟市北区濁川６１２ 025-258-3341

新潟県南蒲原郡田上町大字羽生田乙５９８ 0256-57-2001

新潟県新潟市北区松浜本町１－２０－１８ 025-259-3621

新潟県新潟市東区浜谷町１－２－６ 025-271-5521

新潟県新潟市北区太夫浜字川跡４０２３番地１７８ 025-258-3636

新潟県新潟市東区寺山１丁目１８－２８ 025-279-4443



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

事業者
番号

事業者名
被災地
に該当

ZEHビ
ルダー
に該当

BELS工
務店に
該当

15 Ⅵ - 9 72849 有限会社荒川製材所 2 戸 3 戸 0 戸 2 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 4以上 3以下 3以下

15 Ⅵ - 28 72607 株式会社阿部材木店 3 戸 3 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 40 72636 株式会社山田建築 15 戸 25 戸 2 戸 3 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 4以上 3以下 3以下

15 Ⅵ - 41 72887 有限会社北興建設 1 戸 4 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 42 72858 有限会社小室建設 0 戸 2 戸 0 戸 2 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 43 72657 株式会社石口工務店 3 戸 2 戸 0 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 44 72590 株式会社トップテリアタクミ 2 戸 3 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 45 72886 有限会社片山工務店 15 戸 15 戸 15 戸 15 戸 1 戸 1 戸 1 戸 1 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○ ○

15 Ⅵ - 47 72603 株式会社ユーホームズ 4 戸 5 戸 3 戸 4 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 4以上 3以下 3以下 ○ ○

15 Ⅵ - 48 72539 株式会社　丸山組 7 戸 4 戸 1 戸 1 戸 1 戸 0 戸 1 戸 1 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 49 72703 桐生工業株式会社 8 戸 6 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 50 72868 有限会社村瀬建築 2 戸 2 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 51 72567 株式会社アール・ケー・イー 0 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 52 72752 斉藤工務店 2 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 53 72594 株式会社ハーティーホーム 16 戸 16 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 54 72869 有限会社大恭建興 9 戸 9 戸 0 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 55 72663 株式会社多田組 2 戸 1 戸 0 戸 0 戸 1 戸 0 戸 1 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 56 72857 有限会社市川建築店 5 戸 3 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 57 72652 株式会社菅原建築設計事務所 2 戸 4 戸 2 戸 4 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 4以上 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 58 72727 山田建設株式会社 8 戸 10 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 59 72497 オーガニックスタジオ新潟株式会社 20 戸 20 戸 5 戸 6 戸 1 戸 1 戸 1 戸 1 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 4以上 4以上 3以下 ○ ○

15 Ⅵ - 60 72586 株式会社スターホーム 30 戸 29 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 61 72659 株式会社全建 35 戸 23 戸 4 戸 3 戸 1 戸 1 戸 1 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 4以上 4以上 3以下 ○

15 Ⅵ - 62 72854 有限会社桜井建築設計 4 戸 5 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 63 72760 総合建築行栄 2 戸 2 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 64 72592 株式会社ナレッジライフ 36 戸 35 戸 1 戸 0 戸 6 戸 4 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 4以上 3以下

15 Ⅵ - 65 72554 株式会社　諏訪建設 1 戸 1 戸 1 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 4以上 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 66 72888 有限会社木村建設 1 戸 3 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 67 72648 株式会社新和建設 21 戸 19 戸 0 戸 0 戸 0 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 68 72658 株式会社石山建築事務所 11 戸 8 戸 2 戸 3 戸 3 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 4以上 4以上 3以下 ○

15 Ⅵ - 69 72677 株式会社田代建築事務所 1 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 71 72593 株式会社ナレッジライフ再生良家 5 戸 6 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 72 72844 有限会社宮口木材 3 戸 2 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 73 72495 アトリエニコ一級建築士事務所 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

15 Ⅵ - 74 81119 株式会社大建建設 5 戸 6 戸 0 戸 0 戸 2 戸 0 戸 1 戸 1 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 75 72785 南総合建築株式会社 2 戸 3 戸 0 戸 1 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 131 ㎡ 44 ㎡ 3以下 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 76 72827 有限会社フォルトーナ 8 戸 7 戸 1 戸 3 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 4以上 3以下 3以下 ○

15 Ⅵ - 77 72694 株式会社齋藤仁建築 5 戸 5 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 戸 0 ㎡ 0 ㎡ 3以下 3以下 3以下

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

長期優
良住宅

直近3年平均

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

構成員
番号

平成29年（1月～12月）の元請実績及び直近3年の年平均元請実績
補助金活用実績の合計

数(H27～Ｈ29)

Ⅵ．施工-2

元請の
新築住宅供給戸数

優良建築物の
着工床面積の実績

Ｈ29年実績Ｈ29年実績 直近3年平均 Ｈ29年実績 直近3年平均 Ｈ29年実績 直近3年平均

高度省
エネ型
住宅

ゼロエ
ネ住宅 ○

うち木造長期優良住宅
の実績

うち認定低炭素住宅・性能向
上計画認定住宅の実績合算

うち木造ゼロエネ住宅
の実績

Ｈ29年実績 直近3年平均

○ ○



＜様式 2-2・Ⅶ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅶ．木材を扱わない流通

構成員
番号

所在地 電話番号

Ⅶ．木材を扱わない流通



＜様式 2-2・Ⅷ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

16 Ⅷ - 29 南陽吉久株式会社 933-0003

15 Ⅷ - 33 株式会社栗山百造 955-0096

15 Ⅷ - 34 南陽吉久株式会社　新潟支店 950-0951

15 Ⅷ - 36 株式会社ネグプラン 950-0954

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅷ．Ⅰ～Ⅶ以外の業種（畳、瓦、襖等の住宅資材の供給事業者等）

構成員
番号

所在地 電話番号

富山県高岡市能町750 0766-29-0077

新潟県三条市井戸場84-9 0256-32-0371

新潟県新潟市中央区鳥屋野南2丁目21-18 025-285-8900

新潟県新潟市中央区美咲町1丁目4番15号　中央グループビル1階 025-288-0966



＜様式３－１＞

年

◎、○
記入欄

◎

◎

○

○

◎

◎、○
記入欄

a
①-1 用材の寸法規格化 □ ■ ◎

①-2 使用建材の統一 □ ■ ○

①-3 標準仕様の設定 □ ■ ◎

②-1 建材・資材調達の共同化 □ ■ ◎

②-2 調達事務の合理化 □ ■ ◎

③
生産の合理化等に向けた
検討委員会等の設置 □ ■ ◎

④
生産の合理化等に向けて
事務局が果たす役割 □ ■ ◎

b
①

グループの信頼性向上に
向けた施工基準 □ ■ ◎

②
グループの信頼性向上に
向けた検査ルール □ ■ ○

③
グループの信頼性向上に
向けた見積・積算のルー
ル

□ ■ ◎

④
グループの信頼性向上に
向けたその他の具体的取
組

□ ■ ○

c
① 週休2日制の導入の取組 □ ■ ◎

②
技能や経験にふさわしい
処遇の実現に向けた取組 □ ■ ◎

③ 社会保険への加入 □ ■ ◎

④
安全及び健康の確保のた
めの取組 □ ■ ◎

○

※）

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

越後の住まい 新潟県

２．グループの名称・結成年（必須）
(グループの名称） （結成年）

越後の住まいを守る会 2012
３．過去のグリーン化事業採択グループ番号（必須） 06-0758-0319

ア．特徴ある地域型住宅の目標設定

【平成30年度対応方針】

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み
※記入した内容おいて「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

①地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の重視する性能

【越後の住まいを守るため、省エネルギー性・耐震性を重視した住宅】
新潟県は、高温多湿な気候と日本海沿岸部・山間部の気候の違いがある、多様な気候風土となっている。全体的には冬場の冷え込みが厳
しい寒冷地で、また豪雪地域である。また、活断層が多く存在し甚大な被害をもたらす地震も多発している。このため、住宅の省エネルギー
性と、雪や地震に耐えられる耐震性が、地域住宅に求められる住宅性能になっている。
そこで、長寿命型住宅においては、構造は許容応力度計算により、耐震等級2を取得する。※ただし優良建築物型は除外する。

②地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の建て方や様式

【二世代・三世代が長く住める、部屋の温度差をなくした断熱強化型の家】
寒冷地であっても高齢者にやさしい温度のバリアフリーがなされた断熱強化住宅を目指し、断熱性能等級4以上を必須とする。
※ただし優良建築物型は除外する。

③地域の気候・風土等に根差した
　 地域型住宅のデザインルール

【地域の気象と立地条件をしっかり把握した家】
断熱性能の効果にあたってはパッシブデザインの考え方を取り入れ、方位に応じてガラスの日射の侵入と日射の遮蔽を考慮した住宅を目指
す。
軒や庇などは有効なパッシブデザインである。会員ごとに建築地域の気象と方位の条件などを把握したデザインとする。
躯体を雪の重みから守るため屋根は落雪仕様を推奨し、落雪の影響も考慮した敷地配置計画を行い、事故を未然に防ぐ。

④ ①～③の背景

新潟県は山間部が多く、積雪量に差はあるが豪雪地帯である。又、近年地震・水害で大きな被害を受けている。
戦後植林のスギ人工林は１３万ha有し、越後杉ブランドが確立されている。越後山林の保全育成のために木材利用促進は必要であり
そのために林業の供給体制を安定させ消費量拡大に備えることが必要である。
そこで、越後地域を守るため、省エネルギー性・耐震性・越後杉ブランド利用促進を重視した住宅を目指す。

⑤その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　　のルール・目標があれば記入
       してください。

豪雪寒冷な気候において長く快適なすまい環境を継続するために、建築後も的確なメンテナンスが必要である。入居後の定期点検やメンテ
ナンスについての維持管理計画の実行については、住宅金融普及協会発行「住まいの管理手帳」を手本帳とし、すまい手自らも日常的・定
期的に各部位の点検を行い、部位ごとにどのような補修や交換、修繕が必要であるのか情報発信を行う。将来の人口減の時代でも選ばれ
る既存住宅となるべく、グループ会員は「住まいの応援団」「ホームドクター」として連携しながら地域の住まい環境を支えていくことを将来の
目標としている。

イ．効率的で適切な就業環境が確保された住宅生産体制の整備

【平成30年度対応方針】

行っていない 行っている→ 内容：
【構造の安定】
構造の安定化のために胴差は梁成150㎜以上とする。

行っていない 行っている→ 内容：
【使用建材の統一】
事業の目指す目的に適合する規格住宅の開発をすすめ、グループ構成員の生産する住
宅、建築部の供給体制、使用内容を標準化する。

行っていない 行っている→ 内容：
【省エネ基準対応パックの作成】
グループ事務局が中心となり、グループ会員ごとに断熱性能等級4以上に適合する推奨住
設・建材仕様を作成、提案する。

行っていない 行っている→ 内容：
【建材・資材調達コストの削減】
グループ会員ごとに推奨した住設・建材仕様において共通の資材がある場合は、なるべく
同一製品を一括仕入れし、コストの削減を図る。

行っていない 行っている→ 内容：
【調達事務の合理化と商材の標準化】
グループ会員ごとに推奨した住設・建材仕様において共通の資材がある場合は、なるべく
同一製品を一括仕入れし、調達事務の合理化を図る。

行っていない 行っている→ 内容： 会にて年に２回以上勉強会を開催し情報交換する

ない ある　 → 内容：
国策の動向をもとに勉強会の議題を提案。経産省に登録された高性能建材商品による断
熱リフォームや、クリーンウッド法対応型木材製品リストアップ化、高耐震高断熱の規格型
住宅など、情報の収集と発信を行う。

ない ある　 → 内容：
断熱性能等級4は「省エネルギー技術講習会（設計・施工）」のテキストにもとづいた断熱施
工とする。

ない ある　 → 内容：
フラット35の仕様基準を参考に施工業者が自社の施工・品質基準の作成に取組み、チェッ
クシートを基に自主検査を行う。

ない ある　 → 内容：
専門知識のないすまい手にも分かりやすくするため、仕様や工事内容について見積り価格
一式提示をやめる。

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

ない ある　 → 内容：
瑕疵担保履行法10年目を迎えるにあたり、瑕疵担保責任保険法人が対応していれば保険
契約の延長契約を会として推奨していく。

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

省エネルギー化に伴う快適性・健康性・知的生産性等の間接的便益の「見える化」の促進
年間エネルギー消費量のベンチマーク化、実エネルギー消費量等の「見える化」の促進のために光熱費試算を推奨。

ない ある　 → 内容：
経営トップがメッセージを発信し管理職や社員の意識改革を行っている。休みやすい社内
体制のため、現場管理情報を共有化する取り組みを行っている

ない ある　 → 内容： 資格取得を推奨し、資格手当制度や祝い金制度を用意している。

ない ある　 → 内容：
社会保険制度へ加入している。一人親方や下請け職人の傷害にも民間保険の備えを用意
する等、保護につとめている

ない ある　 → 内容：
衛生委員会や安全委員会等で問題点の確認と改善に努めている。長時間労働抑制につい
て経営トップ自らメッセ―ジを発信し、周知・啓発を行っている。



＜様式３－２＞

年

◎、○
記入欄

a
①-1 内容・蓄積の共通ルール □ ■ ◎

①-2 情報サービス機関の活用 □ ■ ◎

①-3 履歴情報蓄積の確認手法 □ ■ ○

②-1 点検の共通ルール □ ■ ◎

②-2 補修の共通ルール □ ■ ◎

②-3 点検補修実施の確認手法 □ ■ ○

③-1 住まい管理勉強会の実施 □ ■ ◎

③-2 DIY体験会等の実施 □ ■ ○

③-3 その他の相談会等の実施 □ ■ ○

④ □ ■ ○

⑤ □ ■ ○

b
① □ ■ ◎

② □ ■ ◎

◎、○
記入欄

a
① □ ■ ◎

②-1 □ ■ ◎

②-2 □ ■ ○

③-1 □ ■ ○

③-2 □ ■ ◎

④ □ ■ ◎

b
①-1 ○

①-2 ○

② □ ■ ◎

ｃ
① □ ■ ○

② □ ■ ○

※）

③に基づく業種ごとの合理化の
取組

省エネ技術講習会への施工事
業者社員の参加人数

②
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
基
準

の
整
備

③
住
ま
い
の
管
理

維持管理委員会等の設置

その他の維持管理の手法

グループ構成員の倒産廃業時の
バックアップルール

省エネ技術講習会への参加促
進のための取組

品質管理のための共通ルール

上記共通ルールが守られている
ことの確認手法

需給計画の策定

技術力向上のための中長期的
な計画

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

越後の住まい 新潟県
(グループの名称） （結成年）

越後の住まいを守る会 2012
３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） 06-0758-0319

２．グループの名称・結成年月（必須）

ウ．長期にわたる住宅メンテナンス体制の整備

【平成30年度対応方針】

※記入した内容おいて「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ない ある  → 内容： 長寿命型は３０年間の維持保全計画書と設計図書、請負契約書や領収書類を蓄積する。
①
住
宅
履
歴
情
報
の

蓄
積

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み

ない ある  → 内容： 長寿命型は第三者の住宅履歴サービス機関へデータを蓄積する。

ない ある  → 内容： 履歴情報ＩＤ等の事務局への提出。

ない ある  → 内容： グループ会員ごとに維持管理保全計画（1年・3年・5年10年・15年・20年・30年等）を策定する。

ない ある  → 内容： 住宅金融普及協会発行の「住まいの管理手帳」を参考にメンテナンスを行う。

ない ある  → 内容： 点検実施結果について事務局に報告する

ない ある  → 内容： 住まいの管理について既存住宅状況調査技術者講習の受講を推奨する

ない ある  → 内容： DIY体験会等の実施(年1回）

ない ある  → 内容： 宅建業法改正に対応したインスペクションの技能について瑕疵保険法人協力のもと勉強会を開催。

ない ある  → 内容： 維持管理委員会等の活動(年3回）

ない ある  → 内容： 維持管理実行時には住宅履歴情報として補修記録の蓄積までを標準として推奨する。

ない ある  → 内容： 構成員の倒産廃業時のため、設計図書等をグループ事務局へ提出する。

ない ある  → 内容： 雨漏り対策ハンドブックを参考に雨漏り対策の勉強会を行う。

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入
       してください。

過去の瑕疵内容等に学ぶ勉強
会の実施

ある  → 内容： 未経験工務店のために長期優良住宅やゼロエネルギー住宅の研修会を開催。
未経験工務店等への施工技術
研修会等の開催

エ．グループの技術力の向上

【平成30年度対応方針】

ない

三世代同居における設計プラン事前相談をグループ事務局にて受付する。

ない ある  → 内容： グループで住宅金融支援機構フラット35の木造住宅工事仕様書を在庫し施工品質の確認に活用。

ない ある  → 内容： フラット35活用の場合は技術基準適合仕様確認書の事務局への提出。

今年度の参加目標人数 50

ない ある  → 内容： 省エネ・三世代同居型住宅の取組を今年度10棟以上行う。

ない ある  → 内容：

内容： 太陽光の創築連携システムを推奨、災害時に備えた家づくりを提案する。

新たな技術等の導入

ない ある  → 内容： 三世代同居における設備推奨商品を選定する。

30

昨年度までの終了者数 10

内容： 新潟県と連携し、開催日時が入手でき次第各会員に情報発信を行う。

新たな技術等の開発

省エネ技術講習会への請負技
能者等の参加人数

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

ない ある  → 内容： 夏の暑さをやわらげ、住宅の快適性・耐久性を向上させるため、透湿・防水・遮熱シートを使用する。

昨年度までの終了者数 今年度の参加目標人数110

その他
   ※上記項目以外でグループ独自
　　   のルール・目標があれば記入
        してください。

ない ある  →

ない ある  →



＜様式３－３＞

年

◎、○
記入欄

a

①

地域材利用に関する

共通

ルール（必須）

◎

②
地域材利用の1棟当

たりの割合（必須）
□ □ ■ ◎

□ ■

□ ■

□ ■

□ ■

■ □

■ □

④
地域材の流れ（フロー図）
などグループの取組に関
する補足説明

b ①-1 地域材在庫把握の仕組 □ ■ ○

①-2 地域材価格の共有の仕組 □ ■ ○

②
グループ全体における地
域材の需給予測 □ ■ ○

c ①-1 畳の活用 □ ■ ○

①-2 和瓦の活用 □ ■ ○

①-3 襖の活用 □ ■ ○

①-4 障子の活用 □ ■ ○

②-1
その他地域の伝統的な素
材の活用 □ ■ ○

②-2
その他地域の伝統的な意
匠の活用 □ ■ ○

d ①
地域の伝統的なデザイン
を継承する取組 □ ■ ○

②
地域の住まい方の継承に
つながる取組 □ ■ ○

③
地域の街並み形成へ寄与
する取組 □ ■ ○

④
和の住まいの要素を取入
れた取組 □ ■ ○

◎

◎、○
記入欄

○

○

※）

使用している

カ．その他

【平成30年度対応方針】

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

80％以上

使用している

使用している

使用している

使用している

使用している

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（長寿命型・高度省エネ型・優良建築物型共通）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

越後の住まい 新潟県

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

越後の住まいを守る会 2012
３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須）

オ．地域の産業・住文化・景観等への寄与

【平成30年度対応方針】

06-0758-0319

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み
※記入した内容おいて「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取組に違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

①主要構造材（柱・梁・桁・土台）については合法木材またはＰＥＦＣ認証材またはFSC認証材を80％以上使用する。
②間柱等下地・内装材に新潟県産材を床面積当たり0.008ｍ3/m2以上使用する。
※a①②③④優良建築物型は除外する。

50％未満 50％以上

梁・桁等の横架材等： 使用していない

羽柄材
③

標準的な地域材の使

用部位 （必須）

板材 壁板、床板等： 使用していない

土台： 使用していない

柱： 使用していない

間柱、根太、垂木等： 使用していない

【地域材供給ルート　一般】右フロー表参照。
【地域材供給ルートの例外】
・施工事業者の一部で全て手刻み加工を行う為、ⅢやⅣを経由しない場合がある。
・その他地域材の供給ルートには様々なバリエーションがあり一部の業種を経由しない場合がある。
・原木供給業者・製材供給事業者が海外であるため、本申請において必要とされる本社の念書の入手が
　不可能であったため原木供給業者・製材供給事業者の登録を行っていない。該当事業者の原木・製材
　出荷が適合していることを以下にて示す。
（1）以下に該当する認証制度に基づく証明書の添付。ＰＥＦＣ森林認証制度･FSC認証制度・森林経営の持続性や環境
　保全への配慮などについて民間の第三者機関により認証された森林から産出される木材・木材製品
（2）原木の産出国がわかる書類のひな形の添付（商社や製材工場等が発行する納品書）
（3）林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」(平成18年2月)
　に基づき合法性が証明される木材・木材製品

ない ある  → 内容： 事務局が中心になり地域材の在庫量を把握し、メールにて発信する。

◎

主要構造材

造作材 枠材、廻縁等： 使用していない

ない ある  → 内容： 事務局が中心になり地域材の価格情報を把握し、メールにて発信する。

行っていない 行っている→ 内容： 主要構造材の80％に地域材を使用　1戸あたり、8ｍ3相当の地域材を使用予定

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数（１畳換算）　　　　400枚

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の使用予定枚数：15900枚

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の仕様予定枚数（3×6換算）　30枚

行っていない 行っている→ 内容： 今年度の仕様予定枚数（3×6換算）　30枚

行っていない 行っている→ 内容： 地域で生産される「安田瓦」を推奨する。

行っていない 行っている→ 内容：
古くからスギ材を建築材料に活用する文化があり、内装材にスギ材を用いて伝統的な意匠
の活用を推奨する。

行っていない 行っている→ 内容：
景観条例や地区計画で住宅において規制がある地域ではガイドラインに沿った
設計をする。

行っていない 行っている→ 内容： 各市町村が開催する「住教育」というワークショップに積極的に参加する。

行っていない 行っている→ 内容： 「すだれ」や「よしず」「木製ルーバー」を設け街並みの意匠の演出に取組む。

行っていない 行っている→ 内容：
外装仕上げにスギ材をもちいて、趣のある和の佇まいや、空間デザインの
要素を取入れる。

その他
　※上記項目以外でグループ独自
　　  のルール・目標があれば記入
       してください。

新潟県三条市は地場産業として金物の製造が盛んに行われている地域である。建築用金物の生産も行っており、地域独自の金物メーカー
も存在する。地域発展のために三条市の金物メーカーが供給する金物を使用する。

東日本大震災の復興に資する取組
福島県産材を積極的に使用する取組を行う。協和木材株式会社（日本農林規格　ＪＡＳ認定工場）の供給する合法木材供給認定の八溝杉
材を構造材や下地材・仕上げ材にできるかぎり使用する。

平成28年熊本地震の復興に資する取
組

復興支援として熊本産の杉材・ひのき材の使用をグループとして推奨する。



＜様式３－４＞

年

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞（高度省エネ型・優良建築物型のみ）

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

越後の住まい 新潟県

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

キ．グループが取組む木造住宅・建築物の特徴
　※この項目は、高度省エネ型、優良建築物型を申請するグループのみ記入してください。
　※申請に係る認定低炭素住宅、性能向上計画認定住宅、ゼロ・エネルギー住宅、優良建築物の性能や特徴等について記入してください。

【認定低炭素住宅・性能向上計画認定住宅、ゼロ・エネルギー住宅共通】
①外壁・床・天井などの住宅外皮と開口部の断熱を高め、開口部に関してはバランスのとれた日射遮蔽（夏）と日射取得性能（冬）を確保した計画とする
こと。
②暖冷房・給湯・照明・換気等の設備機器の高効率化を図り、その住宅で必要とする負荷に応じた適切な容量の設備機器を選択すること。
③「節約」や「がまん」で省エネルギー化を図るのではなく、これまでの暮らし方・住まい方を大きく変えずに、また、すまい手に過度なコスト負担を求め
ず、
「心地よく」、「住宅の居住者も健やかに暮らす」ことができること。
④断熱性能等級4以上必須

【ゼロ・エネルギー住宅】
ＢＥＬＳ評価機関の評価書の活用

【優良建築物型】
低炭素社会に向けた木造建築物を実現するため、省エネルギーやＣＯ2排出削減という課題の重要性を理解し、自ら率先して先導的なまちづくりに取組
む。
今後技術委員会を中心にノウハウ蓄積に努めるものとする。
モデル的事業として申請する。

06-0758-0319

越後の住まいを守る会 2012
３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み


